
萩原裁判勝利の経過と意義

★裁判経過
・２００３年５月１７日 萩原さん岡山中郵に採用
・２００７年１０月１日 郵政民営化
・２００８年２月２７日 雇止め予告通知
・２００８年３月１７日 雇止め理由書交付
・２００８年３月３１日 雇止め
・２００８年５月２３日 雇止め＝解雇撤回を求め裁判提訴
・２０１０年２月２６日 地裁判決（原告請求棄却の不当判決）
・２０１０年３月 ８日 控訴
・２０１１年２月１７日 高裁判決（原告全面勝利）
・２０１１年３月 ３日 被告会社、最高裁へ「上告受理申立」
・２０１２年９月１４日 最高裁「不受理決定」

全面的勝利確定

一、勝利判決を勝ち得た背景

原告主張を全面的に認め、萩原さんの社員としての地位確認、賃金支払いを命じた高裁判決
を勝ち取ることができた背景として、まず最初に裁判を闘う側の重要性を確認しておきたいと
思います。
〇 なによりも原告萩原さん本人の決意です。萩原さんは不当な雇止めに屈することなく、断
固として解雇撤回に向け闘う意志を固め、裁判勝利に向け全国各地への支援要請などを闘い
抜いた。

〇 岡山支店の正規・非正規の仲間が「萩原君を支える会」を結成し、裁判闘争を物心両面で
支え共に闘う体制を作り上げ、そして、支える会事務局を中心に支える会を裁判勝利確定ま
で維持し、闘いを継続された。

〇 「支える会」の呼びかけに応じ、全国各地から支える会加入者も増え、全国的な支援の輪
の広がりが裁判を支える大きな力になった。

〇 萩原裁判と地域での解雇撤回裁判闘争、労働運動、住民運動など、地域での連携を強め、
職場・地域での闘いと結合し、解雇撤回裁判を闘い抜かれた。

〇 原告、支える会事務局との意思疎通を充分に図り、原告・支援者の思いを踏まえつつ、解
雇の不法、不当を法律論を軸に展開していただいた原告代理人奥津弁護士が大きな支えにな
ってくださった。
以上のように、裁判闘争は裁判を担う主体のあり方が重要であり、今後の闘いに良き教訓に

なり得ると思います。

二、萩原裁判全面勝利の意義

１，高裁判決の要旨
① 公社時代を含め、雇用は継続している
② 雇用の継続、雇用の期待権から、解雇権濫用法理（労働契約法１６条）が適用される
③ 解雇権濫用法理が適用されることにより、単に契約期間満了での雇止めは許されず、雇



止め＝解雇にも正当な理由が必要
④ 萩原さんに対しては雇止めの正当な理由がない
⑤ よって雇止めは不当

２，公社からの雇用継続を認める
反動的な地裁判決は、今日の判例の流れを無視し、「公社は公法上の任用関係、労働契約と

の私法関係ではない」、それゆえ公社時代においては「雇用は継続されていない」、原告は民
間会社になって「一度も雇用継続されておらず、雇用が継続されたとはいえない」、よって、
「解雇権濫用法理が適用されない」としました。
その地裁判決に対し、高裁判決は、

① 「公法上の任用関係である期限付き任用関係が実質的に期限の定めのない雇用関係に変化
することはあり得ない」としつつ、
② しかし、公社時代を含め、１３回も雇用更新、民営化後も同じ仕事・労働条件で仕事をし
ている。
③ しかも、常勤職員と変わりなく、基幹的な業務遂行に貢献し、常時不可欠な存在。
④ 仕事の継続を望む期間雇用社員は、ほとんど雇用継続がされている。
等として、公社から実態として雇用継続されている、としました。

３，解雇権濫用法理の全面適用
期間雇用社員については有期雇用契約であり、契約期間がくれば「当然に退職」ということ

になり、たとえ雇用が継続されてきたとしても会社の一方的な判断で契約期間終了と雇止めが
強行されてきました。それに対し、有期雇用労働者の生きる権利・働く権利を保障せよとの闘
いが進み、裁判も多く闘われる中で、今日では、「雇用継続が反復継続している場合」「雇用
継続が期待できる場合」には、「客観的に合理的な理由を欠き、社会通念上相当であると認め
られない場合」は解雇無効、との解雇権濫用法理（労働契約法１６条に明文化）を適用すべき
となっています。
そして、高裁判決は、公社時代からの雇用が実態として継続していることを認め、さらに、

ほとんどの期間雇用社員が雇用継続されている実態を正当に評価し「期間雇用社員らにおいて、
更新が不適当でない限り、更新されるべきものと期待するのは当然である。」として、解雇権
濫用法理が類推適用されるべきとしました。

４，会社雇止め判断を否定
解雇権濫用法理が類推適用されたとしても、会社の雇止め＝解雇理由に正当性がある場合は、

雇止めは正当となります。
萩原裁判における会社の雇止め理由は、「雇用期間約５年に５回の交通事故を起こし、郵便

配達の適正を欠く」との理由となっていました。
これに対する高裁判断は、

① 萩原さんの事故であるいわゆる物損事故程度で、雇止めや解雇された者はいない。
② 事故後も同じように配達業務を継続させ、超過勤務も頻繁にさせている。
③ 飛び地、遠隔地配達、時間指定の夜間配達などにより、疲労やストレスが蓄積し、そのた
め注意力や集中力を欠く状態に陥ったものと認められる。
④ （会社の責任も明確に追求）

交通事故の繰り返しがあったとはいえ、それには、事業運営上の問題点も絡んでおり、（原
告）は十分改善可能。



以上により、会社の「懲戒規定及び従来の処分の実情に照らしても、到底雇止めないし解雇
すべき場合には該当しなかった」のであり、「本件雇止めは、合理的理由を欠き、社会通念上
相当とはいえないものであった、解雇権濫用法理の類推適用によりこれを無効とし、雇用関係
の継続を求めるべきである。」と明確に雇止め不当の判決となっています。

５，以上の通り、最高裁の会社の「上告受理申立」の不受理決定＝高裁全面勝利判決確定は、
公社からの雇用継続、解雇権濫用法理の類推適用、正当かつ合理的な処分理由がない、との原
告主張をほぼ全面的に認めた画期的なものです。
これで、会社は正当かつ合理的理由のない安易な雇止め＝解雇はできなくなります。
さらに、現在交通事故に対して、会社の業務・労務施策の問題点を一切問わず、すべての責

任を事故当事者の責任としてきていますが、高裁判決は、交通事故についても、会社に責任が
あることを明確に指摘しました。

闘えば勝てる、未来を切り拓くことができる、それをこの裁判勝利で再確認することができ
ました。
しかし、いくら有利な判決でも、判決を有効に活かしていくため、職場での不当な解雇、人

権否定言動等々に対し、断固闘うとの姿勢が求められます。
この判決を、萩原さんの個別救済に終わらせず、不当な雇止めは許さないという当たり前の

ことを当たり前に主張し、判決を武器として闘っていきましょう。
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